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重要事項
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告書には反映されていない可能性があります。

本報告書を作成するにあたって基礎とした情報は、一般的な方法で入手可能な公開
情報ですが、KPMGはこれらの情報に対してその正確性や妥当性について責任を負う
ものではありません。

本報告書の作成にあたり基礎とした主要な情報の出処は、本報告書に明記したとおり
です。KPMGが本報告書に含めた情報は、本調査手続の過程で入手したその他の情
報と一貫性があるものと考えておりますが、KPMGはこれらの情報の出処に関する信頼
性の検証は行っておりません。又、本調査手続は監査とは異なるため、KPMGはこれら
の情報の正確性、網羅性あるいは妥当性等について何らの証明を行うものではありま
せん。

本報告書中に「KPMGによる作成」等、注釈を付した部分は、基礎情報に対して
KPMGが何らかの分析を行った結果が提示されています。ただし、この分析は一定の前
提条件のもとで行われたものであり、蓋然性や実現可能性を保証するものではなく、ま
た、KPMGは、当該基礎情報に対する責任を負うものではありません。

本報告書に記載した内容は、特に記載した場合を除き、貴市による査閲を受けており
ません。
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査項目に係る調査報告書（以下、「本報告書」という。）を作成致しましたのでご査収
願います。本契約書において、貴市との間で合意された調査範囲を定めており、その調
査範囲の各項目は、本件検討にあたり重要であると貴市にてご判断頂いた事項となって
おります。なお、本報告書における検出事項は貴市政策について個別の対応を実施す
べきか否かについての助言ではない点につき、十分にご留意願います。
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甲府市は、第3次産業のシェアが高い「県庁所在地型」産業構造であり、生産用機械・機械電子産業が域外から「外貨」を稼
ぐ産業として期待される。宝飾産業は、国内市場シェアがトップレベルにある特徴的な産業だが、海外市場開拓を見据えたブ
ランド力強化に向けて、国の制度の活用も見据えながら、必要な投資や対策を取っていく必要がある。

甲府市の産業構造等

 中心的な産業は卸売・小売、医療・福祉、金融・保険業、教育等。県
庁所在地として周辺自治体の需要も取り込む。

 第3次産業のシェアが高い、県庁所在地型産業構造。近隣には韮崎
などの企業城下町もあり、山梨県全体では製造業が約4割を占める。

 生産用機械、機械電子産業関係、飲食料品製造業等が、域外から
「外貨」を稼ぐ牽引産業として期待される。

 宝飾産業の位置づけは、他産業と比べ金額ベースでみた存在感は小さ
いものの、国内市場に占めるシェアが大きい。他地域にない、特色ある
産業といえる。

特定産業（宝飾）の実態と主要課題

 宝飾産業のサプライチェーンは、原料調達～製造～卸売～小売という機
能別から、変化している（EC普及・製販一貫体制構築等）

 人口減を背景に国内需要は減少傾向。海外需要のさらなる取り込みに
はブランドの確立が必要である。

 調達原価上昇、工数単価の抑制傾向、販売単価への転嫁困難といっ
た環境の下、ブランド力強化に向けた設備投資・人的投資が必要である。

 各社ともOEMの請負により、在庫リスクを抑え、キャッシュフローを確保して
いるが、投資余力が低く、自社ブランド展開による利益率向上につながっ
ていない。

1 2
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牽引産業は、マクロ視点で底堅い需要が期待されるが、従来型の企業城下町とは異なる企業誘致のあり方を検討していく
必要性が認識されている。特定産業には、業界が直面する課題に複合的にリーチする政策パッケージを、牽引産業には、国の
地方創生関連制度を活用し、新しい「甲府経済圏域」の実現に向けた成果に繋げていきたい。

Summary

牽引産業の実態と主要課題

 マクロ視点では、半導体製造装置関連企業を含む機械電子産業は、今
後も底堅い需要が期待でき、周辺産業への波及も期待される。

 半導体製造装置関連分野は、多面的な好循環を生み出しうるデジタル
関連産業に貢献する分野。国の成長戦略に基づき、施策・予算面の支
援も期待される。

 周辺自治体には、機械電子産業関連の大規模工場が複数存在するが、
更なる企業誘致への課題があり、産業構造が変わりつつある中、新しいま
ちづくりのあり姿を検討する時期に来ている。

3
新たな産業施策の構築に向けたアプローチ
課題解決に向けた道筋の提案

 特定産業においては、ブランド確立に向けた宝飾産業全体の官民連携に
よる取組が必要であり、宝飾業界が直面する課題（業界構造変化への
対応・設備/人的投資）に対する政策パッケージを整備していきたい。

 牽引産業においては、「甲府経済圏域」の発展を見据え、国家戦略特
区・地方創生交付金といった国の政策パッケージを活用し、DX, SX等の
スタートアップ企業誘致、R&D機能誘致等の成果に繋げていきたい。

 観光産業においては、リニア開通を見据え、観光域内循環システムの構
築に向けた政策の立案や、観光コンテンツとしてのジュエリーツーリズム開発
を実行していきたい。

4



本事業の全体像01
本調査・分析は、2019年に策定された「甲府市産業ビジョン」を実現していくために、具体的な産業振興施
策を検討するための基礎調査として実施された。

甲府市産業ビジョンの策定後、甲府市のみならず我が国の経済社会を取り巻く環境は大きな変化を遂げ
ている。たとえば、新型コロナウイルス感染症の拡大に端を発した経済・労働環境の変化、円安の進行、ロ
シア・ウクライナ戦争に端を発した資源価格・輸入資源価格の高騰、持続的なインフレ・賃金上昇機運の
高まり等がある。

本章では、こうした環境変化を確認しつつ、2027年以降のリニア開通も見据えながら、甲府産業ビジョン
の具体化を目指す、本調査・分析業務の全体像を概観する。
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甲府市産業ビジョンは、稼ぐ力の向上を目標とし、稼いだ所得・富が地域内に循環する
自立的な地域経済構造の実現に向けた産業振興施策の基本方針を示している。

産業振興施策の基本方針～甲府市産業ビジョンから

基本方針A
特色ある地域産業の強化とブランディング

基本方針B
拠点機能を活かした産業振興

方向性8 新産業の創出
• 産学官連携によるインキュベーションやオープ
ンイノベーションの取組の強化

• 様々な分野における研究シーズやテクノロ
ジーの産業への積極的活用

基本方針C
人的・知的資本の育成と活用

【基本目標】 稼ぐ力の向上

【連携による取組の方向性】

方向性9 産業人財の創出
• 産学官連携による実効性の高い長期型キャ
リア教育や起業家教育を通じた産業人財の
育成・確保

• 若者、プロフェッショナル、女性、外国人など多
様な人材の活用

方向性1 サービス産業の高度化
• ICT化等による生産性の向上と高付加価値化 等

方向性2 甲府ブランド・地域資源の価値創出
と発信による観光の強化

• 甲府のマチ、モノのブランディングの強化等

方向性3 地場産業の基盤強化と市場拡大
• 宝飾産業や印伝など地場産業の高付加価値化
による市場の拡大 等

方向性4 広域連携による移輸出拡大と
地域内循環の向上

• 甲府都市圏の製造業や農業の強みを活かした広
域連携による移輸出の拡大 等

方向性1

方向性2

方向性3

方向性4

方向性1 立地優位性の活用
• 未来産業を見据えた企業誘致の強化
• 研究開発機能やバックアップ機能、サテライトオフィ
ス機能など本社機能の移転強化

• ノマドワークや週末農業など二地域居住等の新た
な都市ニーズへの対応強化

方向性6 産業拠点機能の強化
• リニア山梨県駅周辺の産業支援機能の充実
• 世界中からヒトやモノが集まる産業拠点への進化

方向性7 都市交流人口の獲得
• ビジネスイベント等の誘致の強化
• インバウンドへの対応強化

方向性5

方向性6

方向性7

方向性8

方向性9
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産業ビジョン公表後、甲府市の経済・社会構造には変化が見られる。アフターコロナの
変化も見据え、リニア開通等の好機を活かし、地域産業活性化の方向性を検討するこ
とが重要である。

産業ビジョン後の経済・社会構造の変化

円安・インフレ新型コロナによる産業への影響

地方移住ニーズの高まり
人手不足倒産

新型コロナ禍におけるリモートワークの
浸透や、生活様式の変化をきっかけの
一つとして、都市部の住民や企業の地
方移住への関心が高まっている。

新型コロナは企業活動に大きな
影響を与えた。新型コロナ関連倒
産は、全国で約6,800件（2023
年9月29日時点）であり、特に飲
食店、建設・工事業の倒産が多く
なっている。

2020年後半から急速な物価高が、
2021年後半から急速な円安が進ん
でおり、企業の原材料・燃料の調達
等に影響を与えている。

人手不足倒産は、人口減少によ
る求人難、人件費高騰を背景に
足元で急増。2023年の倒産件
数は260件となり、統計開始以
来最多となっている。

甲府市を
取り巻く環境
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新型コロナ関連倒産件数は全国で累計約6,800件※に上り、新型コロナ禍は産業に大
きな影響を及ぼした。地域の産業施策の検討にあたっては、地域における新型コロナ禍
の影響も踏まえる必要がある。

コロナ関連倒産件数

新型コロナ関連倒産の推移（全国） 業種別新型コロナ関連倒産件数（全国）

資料：帝国データバンク「新型コロナウイルス関連倒産」動向調査（2024）

※2023年9月29日時点
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2023年の人手不足倒産件数は260件となり、2014年の統計開始以来最多となった。
産業活動を持続するために人手不足の解消は重要課題となっている。

企業の人手不足状況

資料：帝国データバンク 人手不足に対する企業の動向調査（2023）、人手不足倒産の動向調査（2023年）

人手不足倒産件数推移（全国）～企業の人手不足状況
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2020年後半からは物価上昇が、2021年後半からは円安が、急速に進んでいる。企業
の原材料・燃料の調達価格上昇に繋がり、産業活動にネガティブな影響を及ぼすこと
が懸念される。

産業ビジョン後の為替・物価指数動向
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資料：日本銀行「主要時系列統計データ表」及び「企業物価指数（2020）、 消費者庁 2020年基準消費者物価指数

為替と物価指数の推移
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物価指数
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新型コロナ禍を機に、首都圏の本社機能を縮小して拠点を地方へ分散化する動きが生
じ、2023年も転出超過傾向は続いている。この動きを好機と捉え、地域経済活性化や
産業振興に繋げることが重要である。

企業転出転入動向

資料：帝国データバンク 首都圏・本社移転動向調査（2023年）

首都圏の本社移転動向（各1-6月） 首都圏からの本社移転先（2023年1-6月）
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色が濃い都道府県ほど首都圏
からの本社移転が多い
※首都圏：東京都、神奈川県、

千葉県、埼玉県



甲府市の産業構造等02
限られた政策資源を活用し、最も効果的な産業振興施策を検討するために、甲府市の産業構造を定量
的に把握する必要がある。その際重要となるのは、個別産業の規模のみならず、域外への漏出が少なく、域
内で産出される付加価値が大きい、域内の所得への寄与が大きい産業、すなわち「稼ぐ力」の強い産業を
把握するという視点である。

本章の産業構造分析を通じ、地域経済の中核的機能を担う都市である甲府市においては、甲府市単
体よりも、周辺市町を含む甲府経済圏の牽引産業を振興することの方が恩恵が大きくなるものと推察され
る。特に、半導体製造装置を中心としたエレクトロニクス関連産業にかかる期待が大きい。

また、経済規模、稼ぐ力の点において、甲府市の経済全体への寄与は限定的である一方、市内の企業
集積、出荷額等が国内他市町村に比べ突出して高い、地域の特色ある産業として宝飾産業が挙げられる。
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卸売業，小売業, 
18.0

医療，福祉, 17.5

製造業, 12.0
建設業, 

9.4
金融業，保険業, 9.1

サービス業（他に分類
されないもの）, 7.8

教育，学習支援
業, 4.9

学術研究，専門・
技術サービス業, 

4.7

情報通信業, 3.9

不動産業，物品賃貸業, 3.2
その他（欠損等）, 2.9
宿泊業，飲食サービス業, 2.8
電気・ガス・熱供給・水道業, 2.0

生活関連サービス業，娯楽業, 1.5 複合サービス事業, 0.4

農林漁業, 0.1

付加価値額に対する卸売業、小売業、医療、福祉等の割合が高いのは、地域の政治・
経済の中核的機能を果たしている県庁所在地型都市の特徴である。

 付加価値額が大きい産業は卸売業・小売
業、医療・福祉、製造業、建設業、金融
業・保険業、教育・学習支援業である。

 卸売業・小売業、医療・福祉、金融業・保
険業の割合が大きいのは、地域の政治・経
済の中核的機能を果たしている県庁所在
地型都市の特徴である。

 卸売業・小売業、医療・福祉、金融業・保
険業は、地域の人口・経済活動全体の変
動に依存する傾向がある。地域の人口減少
が見込まれる中、これら産業には下押し圧
力がかかることを考慮すると、基幹産業・牽
引産業として期待しづらい。

 卸売業・小売業、医療・福祉、金融業・保
険業は、デジタル化による省人化・省力化
等を通じて一人当たりGDPを引き上げること、
すなわち、生産性の向上が重要である。

県庁所在地型都市における産業構造の特徴

資料：令和3年経済センサス‐活動調査

甲府市の付加価値額*
443,783百万円
に占める産業別割合（％）

（注）「その他（欠損）」は、「鉱業，採石業，砂利採取業」「運輸業，郵便業」。付加
価値額は減価償却費等を含まない純付加価値であるため、粗付加価値の合計である国民
経済計算の概念での国内総生産（GDP）とは厳密に一致しない。

考察甲府市の付加価値額 産業別割合（2020年）
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第3次産業のシェアが高いのが県庁所在地型都市の構造である。山梨県全体では製
造業が4割を占め、全国平均に比べ15％以上高い。なかでも韮崎市や忍野村では企
業城下町が形成され、製造業の割合が突出している。

山梨県の製造業

資料：総務省・経済産業省 経済センサス‐活動調査（注）鳥取市は2015年の「宿泊業、飲食サービス業」の付加価値額がマイナスとなるため、除外。

観光地

企
業
城
下
町

県
庁
所
在
地

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

山梨県
甲府
岡山
松山
長野
鳥取
韮崎

忍野村
ひたちなか

豊田
北谷町
ニセコ町

1.農林漁業 2.鉱業，採石業，砂利採取業 3.建設業
4.製造業 5.電気・ガス・熱供給・水道業 6.情報通信業
7.運輸業，郵便業 8.卸売業，小売業 9.金融業，保険業
10.不動産業，物品賃貸業 11.学術研究，専門・技術サービス業 12.宿泊業，飲食サービス業
13.生活関連サービス業，娯楽業 14.教育，学習支援業 15.医療，福祉
16.複合サービス事業 17.サービス業（他に分類されないもの）

観光地型・企業城下町型・県庁所在地型の市町村別付加価値構造（事業所単位、2015年）
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新型コロナ禍では、負の影響が大きい卸売業、小売業をはじめ宿泊業、飲食サービス
業等の付加価値の減少に対し、医療、福祉の付加価値が増加するなど一部変化が見
られたが、各都市の産業構造は総じて同様の傾向を維持している。

県庁所在地都市との比較

資料：総務省・経済産業省「経済センサス‐活動調査」（注）ニセコ町は2020年の「宿泊業、飲食サービス業」の付加価値額がマイナスとなるため、除外。

企
業
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町
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

山梨県
甲府
岡山
松山
長野
鳥取
韮崎

忍野村
ひたちなか

豊田
北谷町
ニセコ町

1.農林漁業 2.鉱業，採石業，砂利採取業 3.建設業
4.製造業 5.電気・ガス・熱供給・水道業 6.情報通信業
7.運輸業，郵便業 8.卸売業，小売業 9.金融業，保険業
10.不動産業，物品賃貸業 11.学術研究，専門・技術サービス業 12.宿泊業，飲食サービス業
13.生活関連サービス業，娯楽業 14.教育，学習支援業 15.医療，福祉
16.複合サービス事業 17.サービス業（他に分類されないもの）

観光地型・企業城下町型・県庁所在地型の市町村別付加価値構造（事業所単位、2020年）

参考：2020年時の人口（令和2年1月1日住民基本台帳）：甲府市187,880人、岡山市708,973人、松山市511,310人、長野市375,884人、鳥取市186,960人

観
光
地
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甲府都市圏の付加価値額のおよそ3分の1を製造業が占めている。この値は国内製造
業シェア20％より高く、製造業は甲府都市圏の基幹産業・牽引産業に位置づけられる。

 甲府都市圏の付加価値額の構成要素のう
ち、製造業のシェアがおよそ3分の1で最大と
なっており、日本全体の同シェア20.0％
（2020年）より高い。

 したがって、製造業は基幹産業・牽引産業
として、その位置づけを担うことが期待される。
（以下、「用語の定義」参照）

＜用語の定義＞
本報告書中、「基幹産業」と「牽引産業」に
ついて、以下の通り定義する。
• 基幹産業：地域の経済の発展の基礎をなす
重要産業。

• 牽引産業：地域経済への影響力が大きく、成
長性が見込まれるとともに、地域経済のバ
リューチェーンの中心的な担い手、および担い
手候補となる産業。

甲府市の基幹産業・牽引産業

資料：総務省・経済産業省 令和3年経済センサス‐活動調査

甲府都市圏付加価値額
1,262,399百万円
に占める産業別割合（％）

*「その他（欠損）」の業種は市町毎に異なる。
甲府都市圏は、甲府市、山梨市、韮崎市、南アルプス市、北杜市、甲斐市、笛吹市、
甲州市、中央市、市川三郷町、富士川町、昭和町の9市3町。

製造業, 32.6

卸売業，
小売業, 

15.8医療，福祉, 
13.7

建設業, 7.7

サービス業（他に分類されな
いもの）, 5.2

金融業，保険業, 4.0

宿泊業，飲食サービ
ス業, 3.1

学術研究，専門・技術
サービス業, 2.8

教育，学習支援業, 2.7

情報通信業, 2.1

生活関連サービス業，娯楽業, 2.0
不動産業，物品賃貸業, 1.9

運輸業，郵便業, 1.9

電気・ガス・熱供給・水道業, 1.1 複合サービス事
業, 1.0

農林漁業, 0.5

鉱業，採石業，砂利採取業, 0.1
その他（欠損）, 2.0

考察甲府都市圏※の付加価値額 産業別割合（2020年）
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移輸出額とともに生産額に占める移輸出比率が高い生産用機械を含むエレクトロニク
ス関係（注）、飲食料品製造業が「外貨」を稼ぐ牽引産業として期待される。

 産業は、域外を主たる販売市場とする基盤
産業と、域内を主たる販売市場とする非基
盤産業に分けられる。地域の牽引産業とし
て期待するべき産業は、産出額・雇用創出
力が大きく、かつ域外から「外貨」を稼ぐこと
が出来る基盤産業と考えられる。

 実際に、各産業が域外から稼いでいる額、
及び各産業額に占める移輸出額の割合を
みると、生産用機械器具の移輸出額が突
出して大きく、他にエレクトロニクス関係、飲
食料品製造業が牽引産業として期待でき
る。

 データの制約から、山梨県レベルの平成27
年（2015年）産業連関表ベースでの数
値となること、忍野村の産業用ロボット等が
含まれることを差し引く必要がある点に留意
する必要がある。

外貨を稼ぐ牽引産業

資料：山梨県 平成27年山梨県産業連関表
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注：ここでは、エレクトロニクス関係とは、電気機械、情
報通信機械器具、電子部品・デバイス製造業のほか、
半導体製造装置を含む生産用機械器具も指す。

考察山梨県の産業別移輸出額（2015年）
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食料品, 
15.9

飲料・たばこ・飼料, 10.5

繊維工業, 0.5

木材・木製品（家具
を除く）, 0.3

家具・装備品, 0.5
パルプ・紙・紙加工品, 0.9

印刷・同関連業, 1.4
化学工業, 0.6

石油製品・石炭製品, 0.2
プラスチック製品, 3.5
ゴム製品, 0.0

なめし革・同製品・毛皮, 0.1

窯業・土石製品, 9.5
鉄鋼業, 0.1

非鉄金属, 0.7金属製品, 6.4
はん用機械器具, 1.6

生産用機械器具, 11.3

業務用機械器具, 1.3

電子部品・デバイス・
電子回路, 6.1

電気機械器具, 
6.5

情報通信機械器具, 
5.3

輸送用機械器具, 4.1

その他, 2.7

欠損, 
10.2

製造業にフォーカスすると、甲府都市圏では、半導体製造装置を含む生産用機械器具、
電子部品・デバイス・電子回路等の機械電子産業が、付加価値額の多くを占めている。

 甲府都市圏の製造業付加価値額を業種
別にみると、半導体製造装置を含む生産
用機械器具、電子部品・デバイス・電子回
路、電気機械器具、情報通信機械器具
等、エレクトロニクス関係のシェアが大きい。

 食料品、飲料・たばこ・飼料のシェアも大き
い。大手製菓の本社・工場があることや、地
元産ブドウを用いたワイン製造業が貢献して
いると考えられる。

付加価値額の多くを占める機械電子産業

資料：経済産業省 2022年経済構造実態調査
*「その他（欠損）」の業種は市町毎に異なる。
市川三郷町、富士川町、昭和町の3町は業種別の内訳データがないため、9市合計5,827億円の内訳。

（％）

考察甲府都市圏※の製造業付加価値額 業種別割合（2021年）
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 製造業の中では、情報通信機械器具製造
業の特化係数が非常に高値となっている。こ
れは、新型コロナ禍で他産業の付加価値額
が減少し、比較的影響を受けづらかった同
産業の数値が突出したものと思われる。

 2016年では、その他製造業、皮革製品、
食料品等産業の特化係数が高くなっており、
従前よりこれらの産業には比較優位性が
あったといえる。なめし革・同製品・毛皮製造
業については、2020年統計での付加価値
額公表がなく、左表には含まれていない。

 新型コロナ禍において、全国的にも情報通
信機械器具製造業と電子部品・デバイス・
電子回路製造業のニーズが高まった。

 こうした状況を受けて、他産業と比較して、
情報通信機械器具製造業と電子部品・デ
バイス・電子回路製造業において、相対的
に高い特化係数が認められる。

製造業の特化係数を見ると、新型コロナ禍を経て、情報通信機械器具製造業と電子
部品・デバイス・電子回路製造業の比較優位性が相対的に高まったといえる。

特化係数の高い情報通信、電子部品・デバイス・電子回路製造業

資料：総務省・経済産業省 令和3年経済センサス‐活動調査

*「特化係数（付加価値額）」＝（域内における当該産業の付加価値額÷域内における全産業の付加価値額）÷（全国の当該産業の付加価値額÷全国の全産業の付加価値額）
**木材・木製品製造業、石油製品・石炭製品製造業、ゴム製品製造業、なめし革・同製品・毛皮製造業、はん用機械器具製造業について、2020年統計での付加価値額公表がなく、表には含まれていない。

（参考）甲府市製造業の特化係数*（付加価値額、2016年）

甲府市製造業の特化係数*（付加価値額**、2020年）
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考察甲府市の製造業付加価値額 産業別割合（2020年）
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業種別付加価値額総額に対し約12%を占める製造業。その中で機械電子産業の比
率は高く、特に、半導体関連産業は、高付加価値、かつ従業者も多いことから、機械電
子産業が甲府市の牽引産業となっている。

業種別付加価値額、従事者数

牽引産業として位置づけられる半導体関連産業

半導体関連産業（情報通信機械器具製
造業、電子部品・デバイス・電子回路製造
業、生産用機械器具製造業）のうち、特に
情報通信機械器具製造業において極めて
高値となっている。

情報通信機械器具製造業 3,465

電子部品・デバイス・電子回路製造業 1,199

生産用機械器具製造業 1,101

甲府市全産業 1,157

（万円）一人当たり付加価値額

甲府市全製造業従
事者数9,040人中
に占める産業別従
事者数（人）

機械電子産業の従事者数
は、食料品製造業に次いで

多くなっている。

前提（計算上の仮説）

機械電子産業は、産業分類上の以下の産業とする。

• はん用機械器具製造業

• 生産用機械器具製造業

• 業務用機械器具製造業

• 電子部品・デバイス・電子回路製造業

• 電気機械器具製造業

• 情報通信機械器具製造業

 周辺の韮崎市のような、企業城下町的な
産業集積状況は見られないものの、機械
電子産業においては、付加価値額、従事
者数ともに高値である。

 機械電子産業は、甲府市の産業を牽引
する産業の一つと考えられる。

食料品製造業, 
2976

機械電子産業合計, 
2852

その他の製造業, 
1271

金属製品製造業, 
381

印刷・同関連業, 
363

プラスチック製品製
造業（別掲を除
く）, 302 上記以

外の合
計, 895

資料：総務省・経済産業省 令和3年経済センサス‐活動調査

考察
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山梨県内には、機械電子産業関連の大規模工場が複数存在しており、中部横断自動
車道の静岡・山梨間の全線開通に伴い、各地で新工場建設の動きが見られる。

国母工業団地

 甲府市には、県内他市（例：韮崎市）のように、企業城下町型の産
業集積構造は見られない。

 山梨県内では、中部横断自動車道の静岡・山梨間の全線開通の影響
もあり、各地で新工場の建設等の動きが見られる。

 大規模工場等の企業誘致において、甲府市は周辺自治体と比較すると、
地価が高い。誘致適地不足という課題もある。

甲府市内の機械電子産業*
事業所数49件

東京エレクトロン2
工場（韮崎市）

NECプラットフォー
ムズ（甲府市）

キャノンアネルバ
（鳴沢村）

ファナック本社
（忍野村）

* 産業中分類中、25 はん用機械器具製造業、26 生産用機械器具製造業、27 業務用機械器具製造
業、28 電子部品・デバイス・電子回路製造業、29 電気機械器具製造業、30 情報通信機械器具製造
業を抽出・計上

国土地理院白地図を基にKPMG作成
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（年）資料：国土交通省 地価公示

県内における産業集積と工場建設動向

考察

甲府市とその周辺の大規模工場 県内地価は下げ止まり
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宝飾産業は、他産業と比べ金額ベースの規模は小さいものの、山梨県では、特色ある
産業のひとつに挙げられる。

付加価値額製造事業者数

資料：経済産業省 2022年経済構造実態調査

製造品出荷額等

山梨県の宝飾品製造
事業者数は、日本全体
の約29％を占め、全国
で最も多い（うち、甲府
市の事業者が9割以上
を占めると言われる）。

山梨県は、製造品出荷
額等においても、日本全
体の約26％を占め、最
多となっている。

山梨県は、宝飾品付加
価値額においても、日本
全体の25％を占め、最
多となっている。

 山梨県の宝飾製造業における事業者数、出荷額数、付加価
値額が、いずれも国内トップのシェアを占めている。

考察

製造事業者数・付加価値額・製造品出荷額において国内トップシェアを誇る宝飾産業

山梨県
29%

東京都
24%

その他
24%

埼玉県
7%

三重県
6%

大阪府
5%

兵庫県
5%

山梨県
26%

東京都
17%

富山県
12%

その他
11%

埼玉県
10%

兵庫県
8%

三重県
8%

千葉県
8%

山梨県
25%

東京都
17%

富山県
15%

兵庫県
13%

神奈川県
6%

埼玉県
6%

三重県
5%

千葉県
4%

その他
9%



25Document Classification: KPMG Confidential© 2024 KPMG AZSA LLC, a limited liability audit corporation incorporated under the Japanese Certified Public Accountants Law and a member firm of the KPMG global organization of 
independent member firms affiliated with KPMG International Limited, a private English company limited by guarantee. All rights reserved.
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1,288 
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1,072 

995 
989 
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875 
829 
781 
760 
713 
690 

604 
580 

515 
472 

342 

0 1000 2000 3000 4000
情報通信機械器具製造業

なめし革・同製品・毛皮製造業
家具・装備品製造業

はん用機械器具製造業
プラスチック製品製造業（別掲を除く）
電子部品・デバイス・電子回路製造業

金属製品製造業
生産用機械器具製造業

鉄鋼業
【山梨県】貴金属・宝石製装身具（ジュエリー）附属品・同材料加工業

電気機械器具製造業
窯業・土石製品製造業

化学工業
食料品製造業
その他の製造業

木材・木製品製造業（家具を除く）
【山梨県】貴金属・宝石製装身具（ジュエリー）製品製造業

印刷・同関連業
パルプ・紙・紙加工品製造業
輸送用機械器具製造業
飲料・たばこ・飼料製造業
業務用機械器具製造業

【山梨県】その他の貴金属製品製造業
繊維工業

甲府市全製造業の一人当たり付加価値額1,157万円に対して、宝飾品関連製造業の
一人当たり付加価値額は768万円と小さい。

甲府市製造業全体、宝飾産業の一人当たり付加価値額 前提（計算上の仮説）

 甲府市産業中分類の全製造業を抽出

 山梨県産業小分類のうち、以下3産業を合体

• 貴金属・宝石製装身具（ジュエリー）製品
製造業

• 貴金属・宝石製装身具（ジュエリー）附属
品・同材料加工業

• その他の貴金属製品製造業

※甲府市産業小分類にかかる統計値がないた
め便宜的に山梨県のデータを使用した。

 甲府市産業中分類中のいずれかの産業に甲府
市内の上記3産業も計上されている。

 付加価値額の定義は以下のとおり
（従業者30人以上の場合）

＝製造品出荷額等
－（原材料使用額＋燃料使用額＋電力使用額）
＋（年末在庫製造品－年初在庫製造品）＋（年
末在庫半製品－年初在庫半製品）
－（内国消費税額＋推計消費税額）

（従業者29人以下の場合）
＝製造品出荷額等－原材料使用額等－（内国消費
税額＋推計消費税額）

（万円）

甲府市全製造業
の一人当たり付加
価値額1,157万円
に対し、宝飾関連3
産業は768万円。

他産業比では見劣りする宝飾産業の付加価値額（一人当たり）

一人当たり付加価値額
の高い産業として、情報
通信機械器具製造業
が挙げられる。甲府市全
製造業の付加価値額の
約25％を占める。

資料：経済産業省 2022年経済構造実態調査
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甲府市には、宝飾製造・販売に必要な全ての工程・機能が集積している。

 市内宝飾産業の特徴として、事業者の「集積性」が挙げられる。
 集積性により、輸送コストや調達時間の削減が可能となり、経
費削減、製造時間の短縮が期待される。

 個人事業主は、統計調査で捉えられておらず、実際の事業者
数は把握できないが、インタビュー調査では、個人事業主が圧倒
的に多いという声が多数あり、甲府の宝飾産業従事者は統計
データよりも多いと考えられる。

 甲府市は、研磨・製造・卸・小売までサプライチェーンにおける全工
程が集積しており、これは、他地域では見られない特徴である。

 県内の宝飾品関係事業者は、法人・個人を含め1,000件以上で、
その90％以上が甲府市内に所在する。

宝飾産業の工程・機能が集積する甲府市

製造業 付属品等加工業 卸売業 小売業

甲府市 甲府市以外

資料：SPEEDA等企業財務データベースを基にKPMG推計

22.2％ 9.4％ 8.5％ 1.1％

全国事業者に対する甲府事業者の割合（概算）

ヒアリング調査で聴取した意見甲府市宝飾製造工程の集積性（事業者数）

考察



特定産業（宝飾）の実態と主要課題03
集積性、伝統産業としての強み等、甲府市にとって特色ある産業である宝飾産業は、産業振興施策に
おける政策的支援対象として重要な産業であると考えられる。

本章では、各種統計・文献調査、事業者へのヒアリング調査等を通じ、宝飾市場・宝飾企業を取り巻く
環境、甲府市宝飾産業の特徴・構造等の実態を把握するとともに、経営における現状の主要課題等を抽
出した。これは、同産業の振興施策を検討するための基礎資料となるものである。

調査を通じて、国内宝飾市場・国内企業を取り巻く環境に厳しさが残る一方、海外市場、特に、アジア
新興国市場は底堅い成長が見込まれること、国内宝飾産業はブランド力が強くなく、また製造工程での付
加価値の創出力が弱いこと、海外展開のための戦略やブランド構築が大きな課題であること等が浮き彫りと
なった。
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宝飾品の商品販売額は減少傾向にあり、人口減や婚姻件数減に伴うブライダル製品
需要の減少が、国内需要にマイナスに作用することを考慮すると、今後、国内市場の
急激な拡大は期待しづらい。

 国内人口は減少傾向にある。
 婚姻件数の減少により、宝飾産業において大きなシェアを持つ
ブライダル製品需要が減少している。

 国内需要の増加が期待できないため、海外需要の取り込みを
視野に入れることが重要である。

資料：厚生労働省 令和4年人口動態統計月報年計（概数）

資料：総務省 日本の統計2023

（件）

2010年
700,222件

急激な拡大が期待しづらい宝飾品市場規模（国内）
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※ 2025～は将来人口（推計）
（千人）1995年

125,570千人

2095年
63,125千人
（推計）

日本における人口の推移と将来人口 日本における婚姻数の減少

考察
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国内の宝飾品小売市場はバブル崩壊・リーマンショック後縮小し、2009年以降ほぼ横
ばいで推移。足元では、新型コロナ禍での販売減からのペントアップ需要等で持ち直し
も、年間1兆円弱が概ね国内小売市場の潜在需要とみられる。

バブル期後の宝飾品市場の推移（国内）
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矢野経済研究所予測

91～00年平均
20,498億円

01～10年平均
11,779億円 11～20年平均

9,358億円

（年）

（億円）

宝飾品小売市場規模の推移

資料：矢野経済研究所「宝石・貴金属市場年鑑 2023年版＜市場分析編＞」
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2009年以降、国内の宝飾品小売市場は横ばいで推移しているが、輸入宝飾品のシェ
アが拡大している。富裕層・インバウンド・ブライダル需要の取り込みが奏功し、価格上
昇による販売額増を実現。

国内市場におけるインポートジュエリーの拡大
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資料：矢野経済研究所「宝石・貴金属市場年鑑 2023年版＜市場分析編＞」
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世界の宝飾品市場は底堅い成長基調。2009年～22年の年平均成長率は4.6％と、
同期間の日本の名目GDP平均成長率1.0％を大きく上回る。さらに、先行きは加速が
見込まれ、世界市場の成長を取り込むことが出来れば、地域経済の牽引力は高まる。

強気の成長が見込まれる宝飾品グローバル市場
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世界の高級宝飾品市場規模の推移

CAGR*：4.6％
（2009～2022年）

CAGR：6.6％
（2023～2028年）

*CAGR…年平均成長率 資料：Euromonitor
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世界の宝飾品市場を見ると、足元までの牽引役は中国、インド、北米。先行きは中間
層の増加に伴い、その他アジア地域の成長も加速する見込み。一方、日本、欧州では、
成長期待は低い。

国・地域別に見た市場成長率の予測
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資料：Euromonitor
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人口減少のほか、一人当たりの所得の伸びが緩慢な日本に比べ、アジア各国は人口
増加のほか、一人当たりGDPが伸び、宝飾産業の顧客層となる中間層人口の厚みが
増していくことが期待される。

 アジア諸国では、人口増加傾向・経済発展が見られ、宝飾品の
顧客層となる中間層～富裕層の増加が見込まれる。

 これらアジア地域の成長を「甲府ジュエリー」の顧客として取り込ん
でいく施策を講じる必要がある。

資料：総務省 世界の統計2023

• 国内は人口減少等に伴い、宝飾品需要も減少傾向にあり、海外
市場の開拓が必要だと実感している。

• 宝飾関係企業の中には、既に海外展示会への出展実績を持つ
企業もある。

• アジア圏の富裕層や、インバウンド需要をどのように取り込むかが課
題であると認識している。

• 宝飾産業の歴史が古い欧州は、ブランドが確立されており、欧州市
場の開拓は容易ではないと考えている。

国別一人当たりGDP成長率と、有力な宝飾品購買層として期待される中間層の見通し
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（出典）IMF "World Economic Outlook Database" 2023年10月時点

（注）各期間の年平均成長率（CAGR）。

ヒアリング調査で聴取した意見アジア各国の一人当たりGDP成長率

考察
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宝飾品市場に占める製造業の所得シェアは2割に満たず、うち人件費は7％未満である。
原材料費のほか、広告費等中間投入コストの負担が大きく、製造工程に所得が分配さ
れにくい構造となっている。

宝飾産業の所得分配構造（上段：金額、下段：シェア）

宝飾産業の所得分配構造

2,323 
72 

498 821 

701 
284 160 

1,511 664 
273 

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 6,000 7,000 8,000

製造業

卸売業

小売業

その他産業

原材料・燃料・電力の使用額等（製造業） その他費用 人件費 その他付加価値

（億円）

6.8 11.2
3.9 2.2

9.1 3.7

31.8

1.0

9.6

20.7

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

製造業

卸売業

小売業

その他産業

人件費 その他付加価値 原材料・燃料・電力の使用額等（製造業） その他費用

31.3

（％）

（注1）産業分類は、製造業が「321 貴金
属・宝石製品製造業」、卸売業が「55B 他に
分類されないその他の卸売業」、小売業が
「60G 他に分類されないその他の小売業」の
データを基に試算。
（注2）全体は、国内ジュエリー小売販売額
－ インポートジュエリー販売額 + ジュエリー
輸出額 ＝ 7,307億円
（注3）経済構造実態調査における製造業、
卸売業、小売業の売上（収入）金額、給与
総額、商品売上原価、給与総額、付加価値
額等を基に、最終需要額を按分して試算。
（注4）その他産業（製造業、卸売業、小売
業における「その他費用」）は、運輸業・不動
産業・広告業や対事業所サービス等の中間投
入コスト。
（注5）付加価値額＝売上（収入）金額
－ 費用総額（売上原価・販管費） ＋ 給
与総額（人件費） ＋ 租税公課。「その他
付加価値」は付加価値額から人件費を除いた、
企業利益、減価償却費、金融費用、租税公
課、等。

資料：矢野経済研究所「宝石・貴金属市場年鑑 2023年版＜市場分析編＞」
経済産業省・総務省「経済構造実態調査」
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宝飾品関連企業の特色を全国と比較すると、甲府市は売上高、従業者数の規模が大
きい企業の割合が高い。

宝飾品関連企業売上高階級別企業数*（全国）

資料：東京商工リサーチ TSR企業情報

宝飾品関連企業の特色

宝飾品関連企業売上高階級別企業数（甲府市）

146
210

380 352

87 120

0
50

100
150
200
250
300
350
400

（社）

5 4

17

30

4
11

0
5

10
15
20
25
30
35
（社）

宝飾品関連企業従業者数階級別企業数（全国）

180

544

261
202

41
77

0

100

200

300

400

500

600

1人 2～4人 5～9人 10～29人 30～49人 50人～

（社）

宝飾品関連企業従業者数階級別企業数（甲府市）

9

18
20

17

3 4

0

5

10

15

20

25

1人 2～4人 5～9人 10～29人 30～49人 50人～

（社）

* 2021年度決算情報の売上高情報収集可能企業（全国1,295社、甲府市71社）。
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宝飾産業は全国・甲府市とも赤字企業が多く、黒字企業であっても500万円に満たな
い企業が多い。甲府市の宝飾品関連企業の赤字企業の比率は全国と比較して低い。

宝飾品関連企業利益階級別企業数*（全国）

* 2021年度決算情報の売上高情報収集可能企業（全国1,295社、甲府市71社）のうち、
利益金情報収集可能企業（全国1,192社、甲府市59社）。

宝飾品関連企業の収益力状況

宝飾品関連企業利益階級別企業数（甲府市）
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資料：東京商工リサーチ TSR企業情報
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令和2年から甲府市ふるさと納税の返礼品のひとつとなった宝飾品区分への寄付金額
は、寄付総額の約7割で推移、令和4年に20億円を超えた。

甲府市ふるさと納税総件数に占める
返礼品・宝飾品区分への寄付件数

 返礼品（宝飾品区分）は、甲府市ふるさと納税の総件数に対
しては約2割前後で推移している。

 寄付金額は寄付総額の約7割を占め、経済的貢献度は大きい。
資料：甲府市

（百万円）％

考察

ふるさと納税における宝飾産業の経済的貢献

甲府市ふるさと納税総額に占める
返礼品・宝飾品区分への寄付金額

（件）

ヒアリング調査で聴取した意見

 甲府の宝飾品は、甲府市のふるさと納税の返礼品の中でも高い
人気を誇っており、経済的な貢献は大きい。

 この点からも、市による継続的な宝飾産業への支援が望まれる。
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宝飾産業の賃金水準は、県内同規模水準（従業員数）の製造業と比較してもそん
色はない。賃金だけで見た場合、一定の採用競争力があると考えられる。

宝飾産業の賃金競争力（同規模製造業比）

説明・考察賃金モデル比較（製造業）

＜賃金モデル比較の説明＞
• 「令和3年賃金構造基本統計調査」から山梨県の製造業につい
て賃金情報を収集。

• 「所定内給与額*」と「きまって支給する現金給与額**」データを収
集した。従業員規模別に10～99人、100～999人規模の賃金
モデルを構築。

• 続いて、A社からD社について、賃金水準の推移について聞き取り
調査を行い、賃金モデルを設計。

• A社、B社、C社の平均賃金モデル（「100人未満平均」）とD
社の賃金モデル（100名以上）を比較。

＜考察＞
• 20代～30代において、ある程度競争力があると考えられる。特に
超過勤務手当を含めた金額は相応の競争力がある。

• 宝飾業界では、現状、40代・50代の従業員は少なく、回答され
た賃金水準は期待や想定を含んだ性質が強い可能性がある。
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10～99人 100～999人

100人未満平均 D社（100名以上）

100

200

300

400

500

600

～19歳 20代 30代 40代 50代 60代

所定内給与額*（千円）

10～99人 100～999人

100人未満平均 D社（100名以上）

*所定内給与額…所定労働時間を勤務した場合に通常支給される給与のことで、基本給のほかに職務手当や家族手当などを含む。
手取り額ではなく、税・社会保険料控除前。

**きまって支給する現金給与額…所定内給与額に時間外勤務手当などを加えたもので、月々支給される給与の総額のこと。

資料：厚生労働省令和3年賃金構造基本統計調査
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従来のモデル：
各々が自らの役割に特化。

宝飾産業の販売チャネルは多様化している。この変容に柔軟に対応し、新たな販売チャ
ネルを構築する企業も見られる。

公表情報等を基にKPMG作成

変容するサプライチェーン*

原料調達 製造 小売卸

 製造～卸～小売という甲府市における従来のバリューチェーン*に加えて、SNSの普及により、EC等の新たな販売チャネル
が出現・拡大している。

 製造から販売まで、一貫した、もしくは、複数の機能を持つ事業者が増加傾向にある。

変化の例：

• 製造業者・小売の相互進出（卸売業者を介さ
ない取引の増加）

• 新しい販売形態の出現（SNS等を活用したEC、
オンライン展示会）

変化

チャネルが多様化する宝飾産業

用語の定義（経済産業省白書より引用）：サプライチェーンとは、商品の企画・開発から、原材料や部品などの調達、生産、在庫管理、配送、販売、消費までのプロセス全体を指し、商品が最
終消費者に届くまでの「供給の連鎖」。バリューチェーンとは、付加価値の連鎖。
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取りまとめ～宝飾産業の実態と主要課題

新たな需要の創出のためには、ブランド戦略・海外展開戦略の策定のほか、企業の経
営基盤強化や人材確保のための支援が重要である。

調査内容のまとめ

ブライダル製品需要の減少が国内需要にマイナス作用
海外需要の取り込みを視野に入れることが重要
アジア諸国では、人口増加傾向・経済発展が見られ、宝飾
品の新たな購入層となる中間層から富裕層までの増加が見
込まれる。

甲府市が考えるミッション

国内市場における新たな需要の創出
ターゲットとする国（地域）や所得層（中間所得層
または高所得層）の設定

海外市場に販路拡大していくための「ブランド」づくり

課題①ブランド戦略・海外展開戦略が不十分であること

1兆円の国内市場規模を軽視することなく、新たな需要を創出
していくためには、コンセプトが必要である。

卸・製造といった業態間の連携が必要不可欠である。
海外市場に販路拡大していくためには、ニーズやトレンドに合わ
せた「製品」を売り出していく必要がある。

➡ ミッション遂行のための課題として①ブランド戦略・海外展開戦略が不十分であること、②効果的な投資の計画・実行が不十
分であることが挙げられる。

課題②効果的な投資の計画・実行が不十分であること

需要に応えられる供給体制の確保
新たなデザイン／技術の開発
世界の製造トレンドは、3DやCAD等の最新技術を用いている。
人材確保が急務である。



牽引産業の実態と主要課題04
甲府市、及び甲府経済圏の牽引産業として、機械電子産業、及び観光産業が有望であると考えられる。
甲府市産業ビジョンを実現していくためには、これら産業を起点とした地域への所得分配構造を強化し、地
域経済の牽引力を高めていくことが重要であると考えられる。

本章は、各種文献・ヒアリング調査を通じて、甲府市のこれら産業を取り巻く状況を把握し、地域経済牽
引力を高めていく上での課題を抽出し、行政が取り得る産業振興施策の検討の基礎資料とするものである。

機械電子産業は、グローバル市場の力強い拡大や、我が国政府として経済安全保障の観点も含めた重
点産業化等、追い風が期待される。一方、厳しい企業誘致・人材獲得競争が続く中、産業立地拠点とし
ての甲府市の魅力増進が重要であることが指摘された。観光産業においては、インバウンドも含め成長を取
り込んでいくために、観光コンテンツの開発・強化、受入環境の整備等が重要であると考えられる。
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04-1 牽引産業①-機械電子産業の実態と見通し
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半導体製造装置製造業を含む機械電子産業は、グローバル市場のアップトレンドを背
景に今後も底堅い需要が期待できることから、関連産業への波及効果も期待される。

資料：一般社団法人電子情報技術産業協会 世界半導体市場統計（WSTS）

• 国内大手企業には、サプライチェーンを海外から日本に回帰させる
動向が見られる。

• 新型コロナ禍以前から製造業は比較的安定している。材料高騰・
原料不足の影響は新型コロナ禍以前から受けていたが、大きなダ
メージはない模様。新型コロナ禍では、半導体の需要が多く、逆に
業績は上向きだった。今後も半導体需要は底堅いと捉えている。

• 半導体産業は、市内の主力産業であるとの認識はあるが、機械関
連装置や金属加工業も対象としたバランスの良い施策が必要であ
る。

短期的な波はあるものの、
過去30年以上右肩上がりで
売上高が増え続けている。

（10百万USD）

バブル期以降の半導体市場推移

• 国内生産拠点回帰（熊本・千歳等）が見られ、かつ、世界の半
導体需要もアップトレンドであることから、半導体製造装置関連企
業は、底堅い成長が期待できる。

• 周辺自治体に機械電子産業関連大規模工場が所在することによ
る経済波及効果を、幅広く取り込んでいくための方策を検討する必
要がある。

考察

ヒアリング調査で聴取した意見全世界の半導体総売上高推移
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半導体関連産業にかかる投資計画から、半導体製造装置を含む機械電子産業へのポ
ジティブな影響が期待される。

企業名 投資所在地
（自治体） 投資金額 事業内容

ラピダス 北海道千歳市 5兆円規模 次世代半導体の量産を目指す。2025年に試作ライン、20年代後半に量産ラインを立ち上げる目
標を掲げる。工場の1棟目は23年9月に着工し、25年1月には完成する予定。大型投資の受け入
れに向け、千歳市と北海道はそれぞれ新部署を立ち上げた。

日立パワー
デバイス

茨城県日立市、
山梨県中央市
ほか

千数百億円規
模

2027年までに電気自動車（ＥＶ）やエアコン向けなどのパワー半導体の生産能力を現状比約3
倍に増やす。臨海工場の裏面工程を増強するほか、山梨工場のモジュール工程に自動化設備を導
入して能力を増やす。また、委託先による設備投資に対しては、製品購入価格に上乗せする形で
投資を負担。安定供給のため国内生産比率を現状の約5割を7割程度に引き上げる。

三菱電機 広島県福山市
ほか

1,300億円 2025年度までの今後5年間でパワー半導体事業に1300億円を投資。福山工場への12インチ
（300mm）ウエハーライン新設などを予定しており、2025年度までに2020年度比で生産能力を2
倍にする方針。

ルネサス
エレクトロニクス

山梨県甲斐市 900億円規模 300㎜ウェハ対応のパワー半導体生産ラインとして、2014年10月に閉鎖した甲府工場を2024年に
稼働再開

東京エレクトロン 熊本県合志市 300億円 熊本県合志市の工場敷地内に開発棟を建設すると発表。2024年秋の完成を予定。特に加速す
る半導体の微細化などにいち早く対応できるように研究開発体制を強化する。

信和 宮城県大衡村 約12億円 周辺に半導体製造装置関連メーカーが進出する同地での新工場を建設を発表。2023年3月に着
工し、同11月の操業開始を目指す。新工場の延べ床面積は約1900平方メートル、初年度の新規
雇用は約10人を見込む。宮城県、大衡村と新工場建設に向けた協定を締結。新工場は山梨の本
社工場（山梨県韮崎市）に次ぐ第二の製造拠点になる。BCP（事業継続計画）対策の狙いも。

資料：各種報道

半導体関連の投資計画（公表情報ベース）
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半導体関連産業は、国家戦略の一つである「半導体・デジタル産業戦略」においても重
要な位置を占める。国の施策とも連携することが効果的である。

 5年のスパンで見ると、各部素材の需要の増加が期待できる。また、世界のインターネットトラフィックの予測などを基に、
半導体需要は、2030年までに約2倍、2050年までに約8倍になるとの推計もある。

 デジタル関連産業である半導体製造装置関連分野に力を入れることは、多面的な好循環を生みだすことが想定される。

 技術を使いこなし、新たな付加価値を生み出すためにも、半導体や蓄電池、
情報処理基盤、高度情報通信基盤等のデジタル産業基盤の整備・強化
を迅速に進める必要がある。

 気候変動が国際的な課題となる中、持続的な成長を実現するためにもデ
ジタル化と脱炭素化の両立（GX）を進める必要がある。これに対して半
導体の進化は極めて有効。半導体の進化は性能向上とエネルギー効率向
上を両立してきた歴史であり、GX実現のためにも先端性の高い半導体の
確保が重要。

 半導体部素材市場は半導体市場と合わせて大きく成長する見込みであり、
シリコンウエハやパッケージ基板等、日本企業が高い世界シェアを有する部
素材が多数存在。世界への供給責任を果たしていく必要がある。

 本戦略に基づく取組は、デジタル関連産業の成長・発展に加え、デジタル
技術を用いた新しい製品・サービスの創出、GXや経済安保の確保等の社
会課題の解決、さらには「国内投資の拡大、イノベーションの加速、所得向
上」といった好循環を生み出す。

資料：経済産業省 半導体・デジタル産業戦略

半導体・デジタル産業戦略との連携

考察

令和5年6月「半導体・デジタル産業戦略」（経済産業省）の概要
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半導体製造装置製造拠点として求められる要件とは、優秀な人材の居住地であること
が挙げられており、行政にはそういった環境を整える施策を講じることが期待される。

半導体製造装置製造拠点の維持のために行政に期待される事項

 共に成長してきた地場サプライヤーがいること、我々が求める技術力
があること、製造委託先や下請企業が周囲にあることが、長期にわ
たり、韮崎に留まっている理由である。

 製造拠点として、分割された全工程の製造ができることが担保され
ていることが必要。

 空気のきれいさ等の地域的環境性よりも、インフラが重要で、主幹
道路や空路へのアクセスの良さというのは必ず検討される。

 商社が親会社であるため7割が海外のクライアントである。都心から
の距離やクライアントとの距離はさほど重要ではない。この場所でなけ
ればならないというこだわりもない。それよりも、確かな技術力と人的リ
ソースの確保が重要。

 生産拠点として最も重要なのは人的リソースの確保である。人的リ
ソースの確保のためには、多くの人、特に若年層に、居住地として選
ばれる地域でなければならない。

 理系の優秀な人材を求めている。

 最も重要な人的リソースの安定的・持続的な確保のためには、人
材の居住地として選ばれることが必要である。行政には、そういった
環境を整える施策を講じることが期待されている。

 大学、特に、理系のレベルアップのための施策が期待されている。

 都心からの距離やクライアントとの距離よりも、主幹道路や空路へ
のアクセスの良さといったインフラが重視されている。

 リニア開通の効果として、人が集まる、すなわち、優秀な人材確保
の可能性が高まることが期待されている。

東京エレクトロンテクノロジーソリューションズ社ヒアリング結果を基にKPMG作成

考察ヒアリング調査で聴取した意見
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取りまとめ～機械電子産業の実態と見通し

リニア開通を見据えた企業誘致施策や新時代の産業構造転換を図るための戦略が必
要である。同時に、既存企業の事業承継や持続可能な経営も支援すべきである。

調査内容のまとめ

世界の半導体需要のアップトレンドの中、国内では生産拠
点回帰の動きが見られる。

国家戦略においても持続可能な成長を実現するためにデジ
タル化と脱炭素化（GX)の両立を進めることとされており、こ
れには先端性の高い半導体の確保が重要とされている。

近隣自治体と比較すると、甲府市は地価が高いことが、工
場誘致の課題の一つである。また、企業城下町を形成する
だけの土地がない。

近隣自治体には大規模工場が複数存在している。

甲府市が考えるミッション

本社機能や研究開発機能を有した企業の誘致
リニア開通を見据えた「まちづくりに資する」企業の誘致など、
エリア価値の向上

イノベーションの加速
事業のマッチングや企業育成

課題③企業誘致の見通しが
立っていないこと

規制緩和
税制優遇策
高度人材の活用

➡ミッション遂行のための課題として③企業誘致の見通しが立っていないこと、④新時代の産業構造転換に向けた戦略が不存
在であること、⑤事業承継・持続可能性の担保・大企業への依存度が高いことが挙げられる。

課題④新時代の産業構造転換に
向けた戦略が不存在であること

リニア駅周辺エリアのまちづくり
リニア開通の経済効果を見据えた中長期
的な戦略策定

課題⑤事業承継・持続可能性の
担保・大企業への依存度が高いこと

スタートアップの育成
経営基盤強化
後継者・人材確保支援
特定技能等、外国人材の活用
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04-2 牽引産業②-観光産業の実態と見通し
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甲府市の観光客数は類似他都市と比較すると少ないが、リニア開通等のポジティブな
要因を追い風に、発展の余地がある。

類似の特性を持つ都市との比較

甲府市 前橋市 宇都宮市

人口* 184,599人
（R6.2現在）

329,244人
（R6.2現在）

513,913人
（R6.1現在）

東京からの直線
距離 約108km 約99.8km 約98.2km

同所要時間
（車） 約230分 約209分 約206分

同所要時間
（電車）

2時間前後
（特急）

1時間前後
（新幹線）

1時間前後
（新幹線）

観光入込客数比較

類似他都市：
東京から近似直線
距離にある、県庁
所在地（前橋市、
宇都宮市）を想定

資料：山梨県、群馬県、栃木県 観光入込客にかかる統計調査報告書

甲府、前橋、宇都宮はいずれも東京からの直線距離で
100Km前後で、東京からの車移動には約3時間半。しかし
鉄道利用の場合、前橋市・宇都宮市は新幹線で1時間前
後であるのに対し、甲府市は特急で2時間前後と差がある。

資料：国土地理院

4,272,839 3,694,405 
2,003,153 2,536,066 

6,768,900 7,399,000 

3,711,400 4,235,000 

15,130,450 14,768,400 

7,472,800 
8,944,902 

2018 2019 2020 2021

甲府市 前橋市 宇都宮市

観光における関東県庁所在地との比較

* 資料：甲府市HP（住民基本台帳人口・世帯数）, 前橋市HP （住民基本台帳の人口及び世帯数）, 宇都宮市HP （宇都宮市の人口・面積など）

https://www.city.kofu.yamanashi.jp/shimin/shise/toke/jinko/ugoki.html
https://www.city.maebashi.gunma.jp/soshiki/shimin/shimin/gyomu/4/3344.html
https://www.city.utsunomiya.tochigi.jp/shisei/gaiyo/1007461.html
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観光産業の発展のためには、国内外の富裕層やインバウンド、宿泊者といった消費単
価の高い観光客を増やす施策を検討すべきである。

観光客一人当たり平均消費額
（山梨県内からの旅行客、パックツアー利用者を除く）

• 甲府駅から観光地までの交通手段がない。二次交通の整備・充実
が課題。街がコンパクトにまとまっており、周辺地域に足を延ばすのが
難しい。

• 甲府駅には、複数の大型観光バスの待機・駐車スペースがないこと
が、ツアー客の取り込みへのデメリットとなっている。

• 集客力のある宿泊施設、富裕層やインバウンドが好む宿泊施設がな
い。

• 魅力的な観光コンテンツ、特に若年層や富裕層にアピールするもの
がない。

• 宝飾産業との連携やワイン・果樹等の地元産品の活用を検討すべ
き。

• 宿泊施設における労働者不足により、フル稼働できないという機会
損失が生じている。新型コロナ禍で離職した人員が戻って来ない。

資料：山梨県観光入込客統計調査報告書（令和元年・令和3年）

宿泊滞在客は日帰り観光客
の5倍近く消費する

（円）

23,283 
25,981 

40,037 

33,503 

5,854 6,654 8,753 6,966 

H30 R1 R2 R3

宿泊客 日帰り客

消費単価の上昇に繋がる施策立案の必要性

• 平均消費額の観点から、国内外の富裕層・インバウンドの取り込み
を含めた宿泊滞在者増加のための施策が有効と考えられる。

• 二次交通の整備・充実、国内外の富裕層やインバウンドにアピール
可能な宿泊施設や飲食店の充実等、観光コンテンツの開発を検討
することが重要である。

• 特定技能制度や国家戦略特区を活用し、宿泊業に外国人材の取
り込みを検討すべきである。

ヒアリング調査で聴取した意見

考察
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5722 4963 2970 3552

18495 17817

7164 7692

H30 R1 R2 R3

峡中 富士・東部

富士山観光を目的とした観光客が、甲府市に滞在し、周遊する仕組みづくりが重要で
ある。集客力の高いジュエリー展を観光コンテンツの一つとして発展させることが期待さ
れる。

富士山観光客の峡中地域への取り込みが重要
• 世界遺産である富士山は、国内旅行者・インバウンド双方に強い集客

力がある。これは山梨県にとっては大きな強みであるが、甲府市に限ると、
このメリットを享受できていない。富士山や富士五湖周辺の観光客を甲
府市に呼び込むための施策を講じる必要がある。

• リニア開通による観光産業発展へのプラス効果が期待されるが、観光資
源の乏しい甲府市を訪問したいと思わせるコンテンツが必要である。

• 甲府市で開催されるジュエリー展は、大きな集客力があり、「宝石のまち
甲府」をアピールする手段としても有効である。

甲府を含む「峡中」地域の観光客は、「富士・東部」地域の半分以下。
新型コロナ禍の影響がない(海外含む遠方客が多い）R1、H30では3分の1
以下となっている。

富士・東部地域の観光入込客は、富士吉田・河口湖・三つ峠周辺で約42％を
占める（R1、H30とも)。富士山五合目観光客とは別に計上されていることから、
富士山自体の登山・観光客というより、周辺地域を目的とした観光客と考えられ
る。特にこの層を、甲府市の観光資源に回遊させることが重要であり、それに応え
られるインフラや人員の確保が課題である。

（千人）

周遊観光に繋がる観光コンテンツとしてのジュエリー展

• 山梨県内の他の自治体と連携し、富士山とその周辺観光を目的とした
観光客を県内に分散させる施策を講じるべき。 そのためには、富士山を
はじめとする県内の観光地を結ぶ二次交通の整備・充実が必要である。

• 甲府市の観光コンテンツを開発する必要がある。宝飾産業との連携、ワ
インや果樹といった地元産品の活用を合わせたコンテンツ開発が考えられ
る。

• 甲府市で開催されるジュエリーフェアは5,000人以上が来訪するものもあ
る。訪問客の市内宿泊を促すことで、飲食業といった他産業への経済波
及効果が期待できる。

資料：山梨県観光入込客統計調査報告書（令和元年・令和3年）

ヒアリング調査で聴取した意見

考察



52Document Classification: KPMG Confidential© 2024 KPMG AZSA LLC, a limited liability audit corporation incorporated under the Japanese Certified Public Accountants Law and a member firm of the KPMG global organization of 
independent member firms affiliated with KPMG International Limited, a private English company limited by guarantee. All rights reserved.

調査結果のまとめ

東京からの直線距離（100㎞前後）が同等である都市に比
べ、甲府市への移動には時間がかかる。

山梨県内の他の自治体と連携し、富士山とその周辺観光を
目的とした観光客を県内に分散させる施策を講じるべき。

富士山をはじめとする観光地を結ぶ二次交通の整備・拡充が
必要。

甲府市で開催されるジュエリーフェアは5,000人以上が来訪。
来訪者の市内宿泊を促すことで、飲食業といった他産業への
経済波及効果が期待できる。

甲府市が考えるミッション

リニア開通による経済効果を、観光産業にも波及させる。
富士山やジュエリー展といった集客力の高い観光資源と、リニア
駅・主要駅・主幹道路等をつなぐ、利便性の高い二次交通の整
備。

富士山エリアへの来訪者を対象とした、甲府圏域へのツアーの
造成。

継続的なジュエリー展の開催。
経済効果創出に繋がる消費機会・コンテンツの整備。

課題⑥観光域内循環システムが不十分であること

交通インフラの整備
観光Maasの活用
リニア駅周辺エリアのまちづくり計画の策定
消費機会・コンテンツ整備に向けた計画の策定

➡ ミッション遂行のための課題として⑥観光域内循環システムが不十分であることが挙げられる。

取りまとめ～観光産業の実態と見通し

富士山をはじめとする集客力の高い近隣観光地を目的とした、観光客の甲府市滞在を
促す仕組みの構築が必要である。



新たな産業施策の構築に向けたアプローチ
（課題解決に向けたロードマップの策定）05
本章は、本事業のこれまでの調査・分析を踏まえ、「甲府市産業ビジョン」の具体化に向け、新たな産業
施策の構築に向けたアプローチを、政策提言として提示するものである。

宝飾産業においては、甲府市内企業の付加価値創出力を高め、同産業の企業・労働者への所得分配
を強化していくために、「甲府ジュエリー」ブランドの構築・強化が重要である。その際、他の自治体や民間企
業の事例を参考に、重要な要素を取り入れつつ、甲府市宝飾産業の実態と課題を踏まえた戦略を策定し、
具体的な施策に落とし込み、着実に実施していくことが重要である。特に、官民連携を強化しつつ、民間事
業者の主体的な取組を支援していくための仕組みづくりが期待される。

牽引産業においては、企業誘致・育成、人材育成等が中心的なテーマとなるが、リニア開通を見据えたまち
づくり施策も含め、規制緩和、減税、補助金、事業承継や販路拡大・マッチング支援等、取り得る施策を
総動員して、地域経済の循環構造の強化をしていくことが重要である。



54Document Classification: KPMG Confidential© 2024 KPMG AZSA LLC, a limited liability audit corporation incorporated under the Japanese Certified Public Accountants Law and a member firm of the KPMG global organization of 
independent member firms affiliated with KPMG International Limited, a private English company limited by guarantee. All rights reserved.

甲府市の産業課題－総括

甲府市の牽引産業と特定産業が抱える課題の解決により、社会的インパクト* 1と経済効
果を創出することを目指す。

課題解決に
向けた
アプローチ

新時代の産業構造
転換に向けた戦略が
不存在であること

企業誘致の見通しが
立っていないこと

効果的な投資の
計画・実行が不十分で

あること

ブランド戦略・海外展開
戦略が不十分であること

特定産業（宝飾・観光*2）牽引産業（機械電子・半導体製造）

事業承継・持続可能性の
担保・大企業への
依存度が高いこと

これらの課題を解決し、リニア開通を好機と捉え、中長期的な地域環境の変化を見据えた
新たな産業施策の策定が求められる。

観光*²域内循環
システムが不十分であること

※1 社会的インパクト…短期、長期の変化を含め、当該事業や活動の結果として生じた社会的、環境的なアウトカムのこと（内閣府）
※2 観光は既に県内主力産業であり、牽引産業に含まれるという見解もあるが、今後宝飾産業との相乗効果が期待されることから、ここからは特定産業として整理する。

甲府市産業構造における主要課題
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甲府市の産業課題－総括

宝飾産業の固有性・特殊性に配慮しつつ、品質・技術力の向上に伴い、甲府市の宝飾
産業の集積性を強みとできるような「甲府ジュエリー」ブランドの確立を目指す。
課題①ブランド戦略・海外展開戦略が不十分であること 課題②効果的な投資の計画・実行が不十分であること

➡ブランド確立のためには、①1つのコンセプトのもと統一製品を開発し「甲府ジュエリー」としてブランド化を図ること、②甲府の宝飾関係企業の製品を
「甲府ジュエリー」としてブランド化を図ること、の2つの方向性が考えられる。ファーストステップとして、官民産が連携した協議会等議論の場を設置し、
目指すべき方向性を協議していくことが重要である。
➡「甲府ジュエリー」ブランドの確立のための活動を企業が行う前提として、宝飾関係企業の経営基盤が安定的・持続的であることが必要である。企
業の経営基盤強化のための支援、海外展開をより円滑にし、支援する制度整備が期待されている。
➡職人の人材育成には他産業と比較し特に長期を要すること、「ブランド」という定性的な概念が価格を左右する等の宝飾産業の固有性・特殊性に
配慮して、施策を講じる必要がある。

課題解決に向けたステップ主要課題 課題解決に向けた検討の必要性

フェーズ1：ブランドコンセプトの設定のため
の官民連携取組み体制の構築
フェーズ2：国内市場への展開戦略
フェーズ3：海外市場への展開戦略

フェーズ1：効果的な投資を協議するため
の官民連携取組み体制の構築
フェーズ2：設備投資支援策の検討
フェーズ3：人材確保の検討

ブランド戦略・海外展開戦略が不十
分であること1

効果的な投資の計画・実行が不十
分であること2

 国内市場は縮小傾向
➡新規需要創出・開拓の必要性

 海外市場の拡大予測
➡ターゲット市場の選定等対策の必要性

 関税非対称性の解消、MOU締結
➡海外展開の側面支援の必要性

 職人の人材確保には長期を要する
➡人材確保の必要性

 CADや3Dプリンタ等新たな技術の出現
➡最新技術活用のための設備投資支援の必要
性
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ブランド価値の確立プロセスに関するケーススタディ（文献調査）

今治タオルは、行政による地場産業活性化施策の下、厳しいブランド認定基準を設け、
高品質を保証することで、ブランドを確立した。
現在、日本国内のタオル生産量の50％～60％を占めると言われている。海外展示会・見本市に積極的に参加し、海外にお
ける知名度向上に繋げた。

Trigger1 Trigger2 Trigger3 Trigger4

行政による地場産業の
支援

新しい価値の創出 新たな需要の取込み
（画期的なデザインの開発）

国際競争に勝つための
ブランド戦略

今治タオルの成長トリガー

 1900年初期、今治タオルの中
興の祖といわれる中忠（株）
の創業者、中村忠左衛門は、
それまで白と決まっていたタオル
の糸を先染めして縞柄のタオル
を考案した。

 デザインタオルの先駆けとなるこ
のタオルは文化織と呼ばれ、多
くの消費者を魅了し、知名度
が急速に向上した。

 文化織をきっかけに、タオルが
装飾品としてインテリアやアパレ
ルの一部となり、実用品であっ
たタオルが贈答用として用いら
れるようになった。

 第二次世界大戦後、高級品
であるジャガード織やタオルケッ
トといった新たな商品の開発に
より、需要が拡大し、タオル類
の工場規模・生産量ともに日
本一となった。

 バブル崩壊後、海外からの安
価な輸入品が急増した。

 タオル協会等が官民連携により、
JAPANブランド育成事業の認
定を受けた「今治タオルプロジェ
クト」を開始した。

 徹底した品質管理により肌触
りや高い吸水力、速乾力を保
持し、今治タオルを希少価値の
ある高級品とした。

 吸水性や耐性等12の項目に
厳格な品質基準を設け「今治
タオル」ブランド認定のハードル
を上げ、品質を維持することで、
ブランド化を図っている。

資料：今治タオルの歴史｜今治タオル製造･販売･通販｜中忠株式会社 (nakachu.co.jp), imabaritowelproject.pdf (city.imabari.ehime.jp)

 799年に持ち込まれた綿花が
温暖な西日本に広まる。特に
今治地方で綿花栽培が盛んに
行われ、手織り家内工業として
小巾白木綿の生産が拡大した。

 今治地方の石鎚山系の伏流
水は硬水で、綿織物の肌触り
を良くする効果がある。

 1700年前半、白木綿の問屋
制「綿替木綿」が確立。伝統
的に綿織物生産環境が整って
いた今治地方に対し、今治藩
が綿業振興施策として問屋専
売制を推進した。

https://www.city.imabari.ehime.jp/iiimabari/imabaribrand/imabaritowelproject.pdf?1
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国内事例

「JAPANブランド育成支援事業」の採択を契機に、今治タオルのブランド化に向けた取
組が本格化した。
行政マンによる育成支援事業活用の提案が、ブランド確立の契機の一つとして挙げられる。

ケーススタディ：今治タオル

＜ブランド確立の経緯＞
 四国経済産業局から今治市役所商工労政課に出向していた濱

田氏が「JAPAN ブランド」確立の提案。
 平成18年度から21年度にかけて、今治商工会議所、今治市役

所、四国タオル工業組合が連携して、中小事業庁の「JAPANブラ
ンド育成支援事業」を活用し、「今治タオルプロジェクト」を実施。

 プロジェクトコーディネーターとして、外部専門家を活用。佐藤可士
和氏をクリエイティブディレクターとし、ブランド構築に取り組んだ。

 今治タオルのブランドマーク・ロゴを開発し、四国タオル工業組合が
定めた品質基準をクリアしたものに、ブランドマーク・ロゴを付与する
仕組みを構築。

 知名度向上、今治タオルは「高級品である」という消費者のイメー
ジ定着を目的に、伊勢丹本店をブランド発信地に選定。メディアも
積極的に活用。

 イタリア・ミラノの「マチェフ」展、「上海国際ギフト展」といった著名な
海外展示会・見本市への出展により、国際的な知名度が向上。
一定の評価を受け、海外販路が拡大した。

資料：ワールドタオルウェブサイト、今治タオル公式ブランドサイト、政府販売促進オンライン

＜今治タオルプロジェクト＞

https://www.chusho.meti.go.jp/shogyo/chiiki/japan_brand/
https://www.chusho.meti.go.jp/shogyo/chiiki/japan_brand/
https://www.gov-online.go.jp/eng/publicity/book/hlj/html/202009/202009_06_jp.html
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コラム：ブランド価値の確立プロセスに関するケーススタディ（文献調査）

TIFFANY & Co.は、社会情勢の迅速・的確な把握、消費者の潜在的ニーズの的確な
把握を基に事業戦略を展開し、拡大を遂げた。
現在では、安価なシルバーアクセサリーから高価なハイジュエリーまで展開、価格帯によりターゲットを明確化しつつ、製品開
発や販売促進戦略策定に取り組む。

Trigger1 Trigger2 Trigger3 Trigger4

社会情勢を迅速・的確
に把握し、集中投資

新しい価値の創出 新たな需要の取込み
（画期的なデザイン・機能の
開発）

販売促進・ブランド戦
略

 1848年のフランス二月革命を
機にダイヤモンド等の宝石価
格が急落した。

 ティファニーは全資産を石の
買付に投資した。

 また、アメリカに亡命したフラン
ス貴族からも石を買付け、
米国内で有数の宝石在庫
保有者となった。

 生産・販売数が増加し、米国
富裕層が国内でジュエリーを
購入することが可能となった。

TIFFANY & Co.の成長トリガー

 1851年当初、アクセサリーには
使われていなかったシルバーを
使用したジュエリーを発表した。

 安価なシルバー製品は幅広い
ファンを獲得した。

 米国企業として初めてシルバー
の純度規格を設定し、シル
バーアクセサリーの先駆者として
の地位を確立した。

 1886年に発表された「ティファ
ニー® セッティング」は、発売当
時画期的かつ斬新なデザイン
であった。

 指輪として米国内の女性の圧
倒的な指示を得、ブライダル需
要を大きく取り込んだ。

 現在の婚約指輪の一般的な
イメージを確立したと言われる。

 シルバーアクセサリーの先駆者と
しての地位を確立した。

 「ティファニーで朝食を」をはじめ
とした多くの映画撮影に協力し、
世界的な知名度向上に成功
した。

 世界トップモデルやハリウッド俳
優を広告に起用し、ハイブラン
ドをアピールした。

 アニメキャラクターとのコラボレー
ションを行うなど、広い層へのブ
ランドアピールに注力した。

資料：Charles L Tiffany and the House of TIFFANY & Co

甲府宝飾産業界インタビューにおいても、これらの4つのトリガーに取り組むべきという意見が多数聞かれた。
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甲府市宝飾産業のブランド確立シナリオ

今治タオルとTIFFANY & Co.のブランド戦略には、明確な「コンセプト」があるという点
で共通している。「甲府ジュエリー」ブランドの確立には、明確な「コンセプト」の設定が必
須である。

• ターゲット層の明確化
• 主要ターゲットに向けた製品開発
• ターゲット別ブランドイメージの発信

今治タオル TIFFANY & Co.

両者におけるブランド戦略の共通点

今治タオルの参考要素
→行政職員の熱意と努力による地域全体の巻き込み
（しかし、巻込み・連携の具体的な形を作るのが難しい）

→JAPANブランド育成支援事業等の活用
（巻込み・連携のきっかけ。一つの姿）

TIFFANYのブランド価値向上取組の導入課題
→リソース
（ヒト・モノ・カネ・情報・信用力・・・）

→価値向上取組の対象
（「コーポレートブランド」と「地域ブランド」の違い）

ブランド力の確立に向けた「きっかけ」をどう作り、加速していくかという「はじめの一歩」（成長支援パッケー
ジ）を検討する必要がある。
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甲府市宝飾産業のブランド確立シナリオ

市の財政への貢献度が高く、甲府市の特色ある産業である、宝飾産業の発展のために
は、海外展開を見据えたブランドの確立が必要である。そのために、ステークホルダーの
連携が重要となる。

Next Step：「甲府ジュエリー」ブランドの確立を目的とした成長支援パッケージの詳細設計と投資対効果の検討

 今治タオルとTIFFANY & Co.のブランド戦略を考察すると、 「ターゲット層の明確化とそれに向けた製品開発及びブランドイメージの発
信」という共通点が考察された。

 宝飾品は、機能性よりも「デザイン」「ブランドのイメージ」といった定性的な概念が重視されるという特性があるため、一定の評価軸の設定が
難しいという側面がある。このことから、複数の成功事例からブランディング戦略を検討すべきである。

 今治の例では、行政職員の熱意と努力が地域全体を巻き込み、ブランディング戦略を推進したことで、ブランド化に成功した。
 世界トップジュエリーブランドのブランド戦略は、甲府市の中堅中小宝飾関係企業がそのまま取り入れることは現実的には難しい。そのため以
下のような取組を行政が担い、甲府市の宝飾産業界全体を強力に後押ししていくことが望ましい。

 世界トップジュエリーブランドの戦略においても、実効性の高いものに対し集中的にリソースを投下することがブランドの確立に貢献している。
 甲府市の中堅中小宝飾関係企業が持つ独自の技術の強みを伸ばし、多様で高い技術力の集積により作りだされるモノをブランド化していく
ためには、以下のような取組を行政が担い、甲府市の宝飾産業界の推進力を後押ししていくことが望ましい。

 戦略策定：「甲府ジュエリー」をどのようなブランドとしたいのか、ターゲットの明確化
 投資支援：技術開発や新規製品開発のための設備導入の支援
 販売促進支援：宝飾関係イベントの質向上への支援の検討
 人材確保：ブランドの中核となる人材確保・育成を支援

市内事業者のブランド力の確立に向けた支援パッケージの検討
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考察
 多くの宝飾関係企業が海外のジュエリー展に出展するなど海外を視
野に入れた活動を行っている。関税非対称の解消、MOU締結等、
海外進出を後押しするような支援を期待したい。

 どの業界も人材不足という課題があるが、サービス業と宝飾産業の根
本的な相違点は、ノウハウや技術が身に付くのに非常に長い時間を
要することである。

 人材確保に投資できる企業とそうでない企業があり、その格差は拡
大していくと考えている。

 Koo-fuは賛否両論である。一つの地域ブランドを構築することは難し
いという意見、個々の企業は各々の利益を追求しなければならない
という意見も多い。

 宝飾品に特化した高級なものや観光産業とも提携し、外国人にも
魅力的なものを作っていく必要がある。そういった取組により、知名度
が高まり、ひいてはブランド化にもつながる。

 ジュエリー展の中には、数千人の集客力を持つものもある。この集客
力を活かす施策を検討すべき。

 甲府市・山梨県等（官）と宝飾事業者・財界（民）が、宝飾産
業の発展に向けて様々な取組を連携する体制の構築を期待したい。

ヒアリング調査で聴取した意見
 関税非対称性の解消やMOU締結等の国への働きかけは行政に
しかできない。他方、こういった制度は海外進出の強力な後押しと
なることから、積極的に行うべきである。

 宝飾業界の人材不足は、業界の安定性・将来性といった評価も
あるが、各社の採用余力が大きくないことにも要因がある。

 人材確保は宝飾産業の成長・発展に不可欠の取組であるが、多
くの時間と投資を要する。利益率の高くない状態でこうした投資を
行うには企業体力が必要であり、この点の支援策が求められる。

 新市場創出・海外市場開拓が、甲府市の宝飾産業の成長・発
展において重要であり、そのためには顧客・市場から評価されるブラ
ンドの構築が前提条件となる。

 ブランドは各企業製品の品質・信頼度の集合体ともいえるし、地
域ブランドのような形態かもしれないが、どのようにブランドを高めて
いくか、官民連携の下、戦略を策定していくことが重要である。

 ブランドの確立に必要な投資・販売促進・人材確保等の視点から
必要な取組を適時適切に行うとともに、観光産業から生まれる富
裕層やインバウンドへの啓蒙・普及の機会を捉えられるとよい。

 ブランド価値向上に向け、こうした取組をけん引する官民連携体
制の構築が必要である。

甲府市宝飾産業を取り巻く環境

宝飾産業を取り巻く状況～ヒアリング調査に基づく考察
宝飾産業の成長に向けた課題意識として、海外市場開拓の重要性、そのためのブランドの確立に向けた戦略策定の必要性、
人材確保投資に関する負担の重さ等が、多く挙げられた。
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ブランド確立過程における「成長支援パッケージ」の例

必要なタイミングで必要な支援をすることで企業の成長を後押し「甲府ジュエリー」ブラ
ンドの確立を実現する。

4. 人材確保

 職人育成に係る人件費補助
 山梨県立宝石美術専門学校のカリキュラムの拡充
 職人育成機関の設立（職業訓練・インターンシップ）
 外国人高度人材（デザイナー他）の招聘

3.販売促進支援

 海外展示会への展開（品質が前提）
 海外バイヤーの招聘
 MICE施設等の建設
 ジュエリーツーリズムに係る支援
 ジュエリーフェアにおける他の自治体との連携
（三重の真珠、金沢の金箔等）

2. 投資支援

 CADや3Dプリンタといった加工設備投資のための助成金
 人材投資枠*に振り向ける交付金・助成金
（人件費⇒研究開発費）

 税額控除等による内部留保拡大施策
 「値下げ競争」からの脱却

(OEMに依存しないビジネスモデルの確立）

1. 戦略策定

 品質ガイドライン・関税の非対称性解消に関する取組
 企業の信用力補完（MOU等）
 官民連携取組体制の構築
 地域ブランド戦略の再構築（マーケターの巻き込み）
（Koo-Fuコンセプトの検討、支援ターゲットの明確化）

甲府ジュエリーブランド
の確立

インタビューを基にKPMG作成* OEMや受注生産が中心であり、資金繰り懸念はあまり聞かれなかった一方、利益率の低さから投資枠の確保が各社困難となっているのが実態。

このような施策の推進においては、地方創生推進交付金や国家戦略特区、JAPANブランド育成支援等事業
といった国の支援措置の積極的な活用も合わせて検討することも一案である。
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ブランド確立に向けた官民連携の取組により、宝飾産業のブランド価値向上を実感で
きるアウトカムを目指す。最終的には、宝飾産業の「稼ぐ力」向上につながる。

甲府市宝飾産業のブランド確立に向けたロジックモデルの例

アウトプットから派生する
効果（1‐3年）

初期アウトカムから派生する
効果（5年）

中期アウトカムから派生する
効果（10年）

ブランド確立に向けた支援
パッケージの検討

アクティビティ 初期アウトカム

投資支援に係る取組
の視点

アウトプット

アクティビティ
の成果

新技術・製品の開発・
高価格化

宝飾産業の稼ぐ力
（付加価値率）の

向上

人材確保に
関する取組の視点

販売促進・マーケティ
ング等の強化取組の

視点

「甲府ジュエリー」の
海外輸出額の増加

各社の海外市場
戦略の更新・実行

地方創生交付金等の
活用による設備投資

展示会・ジュエリー
フェアの開催件数増

技術研修参加による
技能習得

中期アウトカム 長期アウトカム

デザイナー・技術者の
自立実績

国内外における「甲府
ジュエリー」ブランドの

確立

ブランド戦略策定に
係る取組の視点

国家戦略特区等
税制・金融支援措置

の活用

職人育成機関の
設立

展示施設（MICE
等）の建設着工

メディア露出件数の
増加

商談件数の増加

市内宝飾事業者への
訪問・見学件数増

官民連携取組の増加

事業者の財務基盤の
改善

販売チャネルの拡大

「甲府ジュエリー」
ブランドの認知

市内事業者との取引
金額・利益幅の増加

宝飾産業就労者
の増加

周辺産業波及効果の
出現（観光等）

新技術の特許、商標、
意匠保護件数の増加

中核企業の出現

宝飾購入者等高価格帯
の飲食・宿泊・観光サー
ビス投資の増加

一人当たりGDPの
増加

「甲府ジュエリー」ブランドの確立に向けた取組から「一人当たりGDPの増加」までのロジックモデル（案）

次頁で、
アクティビ
ティから
創出され
る取組例
を記載

インタビューを基にKPMG作成
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宝飾産業が抱える主要課題に対し、戦略策定・投資支援・販売促進支援・人材確保
の観点から様々な取組内容を、産業部主導の下に推進していくことが期待される。

甲府市宝飾産業の支援策における取組内容案と優先順位の例

効果的な投資の
計画・実行が不十分で

あること

ブランド戦略・海外展開
戦略が不十分であること

特定産業における主要課題

観光域内循環
システムが不十分であること 4. 人材確保

1.職人育成機関の設立（職業訓練・インターンシップ）・・・拠点整備交付金等調査【産業部】
2.外国人高度人材(ﾃﾞｻﾞｲﾅｰ)の招聘・・・PJチーム等において期待される支援策を議論【関係団体等と連携】
3.職人育成に係る人件費補助・・・国における支援策の検索・調査【産業部】
4.山梨県立宝石美術専門学校のカリキュラム拡充・・・専門学校と協議【産業部】

3.販売促進支援
1.ジュエリーツーリズムに係る支援・・・プロジェクトチーム等において期待される支援策を具体化【業界団体と連携】
2.ジュエリーフェアにおける他自治体との連携（三重真珠、金沢金箔等）・・・他自治体との企画協議【産業部】
3.海外展示会への展開・・・プロジェクトチーム等において期待される支援策を議論【業界団体と連携】
4.海外バイヤーの招聘・・・・国・対象者の選定、展示会の企画【業界団体と連携】

2. 投資支援
1. CADや3Dプリンタといった加工設備投資のための助成金・・・既存制度の活用等【関係団体等と連携】
2.人材投資関連交付金・助成金整備（人件費⇒研究開発費）・・・既存制度の活用等【関係団体等と連携】
3.税額控除等による内部留保拡大施策・・・・内閣府地方創生推進事務局との協議【産業部】

1. 戦略策定
1.官民連携取組体制の構築・・・業界団体のみならず民間企業との関係づくり、プロジェクトチーム発足【産業部】
2.地域ブランド戦略の再構築・・・差別化の源泉の確認（技術力・販売促進・歴史）【業界団体と連携】
3.企業の信用力補完（MOU等）・・・【産業部】
4.品質ガイドライン・関税の非対称性解消に関する取組・・・ガイドライン作成、国への働きかけ等【業界団体と連携】

検討すべき支援策における取組内容案と優先順位

さらに、商工課、観光課、ふるさと納税課等の既存のプロモーション事業等との融合によるシナジー効果を図る。

下記文頭番号は取組の優先度を示す（以下同じ）
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牽引産業の持続可能性を担保しつつ、スタートアップ・R&D拠点等、新たな時代に向け
た企業誘致・育成を図り、市民の一人当たりGDP増加に結び付く施策を検討する。

甲府市牽引産業の強化に向けたロジックモデルの例

アウトプットから派生する
効果（1‐3年）

初期アウトカムから派生する
効果（5年）

中期アウトカムから派生する
効果（10年）

牽引産業強化支援策の
検討・実行

アクティビティ 初期アウトカムアウトプット

アクティビティ
の成果

設備投資の増加

牽引産業の稼ぐ力
（付加価値額）の
向上と強化

事業承継・持続可能
性を担保する視点

成長産業の企業誘
致・創業支援のあり方

の明確化

山梨県駅周辺エリア
の活性化

規制緩和・税制優遇
取組の実行

スタートアップ事業者
誘致・支援策の実行

経営基盤強化策の実行
（税額控除/利子補給）

中期アウトカム 長期アウトカム

外国人材の甲府に
関する認知度向上

移転企業・スタートアッ
プの成長による税収

増加新時代の産業構造
転換を実現する
戦略的視点 リニア開通を見据えた

まちづくり計画の策定

人材・後継者
育成支援策

事業者の経営基盤の
改善

人材・後継者候補の
増加

官民連携取組の増加

域内移転・起業を
検討する企業の増加

イノベーションの出現

山梨県駅周辺エリアの
開発開始

移転企業・スタートアッ
プの増加

外国人材就労者の
増加

人材・後継者候補の
定着

中核企業の出現

一人当たりGDPの
増加

甲府市の牽引産業強化への取組から「牽引産業の稼ぐ力の向上」及び「一人当たりGDPの増加」までのロジックモデル（案）

次頁で、
アクティビ
ティから
創出され
る取組例
を記載

インタビューを基にKPMG作成
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牽引産業が抱える主要課題に対し、成長産業創出、及び既存産業持続可能性の担
保の観点から、様々な取組内容の検討・実施が期待される。

甲府市牽引産業の支援策における取組内容案と優先順位の例

企業誘致の見通しが
立っていないこと

新時代の産業構造転換に
向けた戦略が
不存在であること

牽引産業における主要課題

事業承継・持続可能性の
担保・大企業への
依存度が高いこと

2.地域企業の持続
1.事業承継支援に関する取組・・・既存制度の活用等による技術・知財DD・MAマッチング支援 【業界団体と連携】

2.販路拡大支援に関する取組・・・市内企業とスタートアップ企業とのマッチング 【関係団体等と連携】

1.産業ビジョンの具現化
1.成長産業（水素・再エネ等）誘致戦略の構築・・・税額控除・利子補給・規制緩和等【関係団体等と連携】

①研究開発拠点
②スタートアップ企業
③高度人材の獲得

2.既存地域企業の持続可能性に向けた取組・・・事業承継・販路拡大・新たな価値の創出等【業界団体と連携】

検討すべき支援策における取組内容案と優先順位
下記文頭番号は取組の優先度を示す（以下同じ）

さらに、域内で消費されるものは域内で生産できるよう供給体制の整備による「地消地産」の
実現を図ることで域内の所得循環を向上させ、一人当たりGDPの増加に貢献。
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リニア開通も見据え、観光域内循環システムの構築に向けた施策を立案。観光コンテン
ツとしてのジュエリーツーリズム開発や消費の場の整備による相乗効果に期待したい。

甲府市観光産業強化に向けたロジックモデルの例

アウトプットから派生する
効果（1‐3年）

初期アウトカムから派生する
効果（5年）

中期アウトカムから派生する
効果（10年）

観光産業強化支援策の
検討・実行

アクティビティ 初期アウトカムアウトプット

アクティビティ
の成果

観光産業の稼ぐ力
（付加価値額）の
向上と強化

山梨県駅周辺エリア
の活性化

外国人材活用施策
の立案・実行

中期アウトカム 長期アウトカム

外国人材の甲府に
関する認知度向上

地方創生交付金・拠
点整備交付金等の

活用

観光Maas等効率的な
二次交通の出現

山梨県駅周辺
エリアの開発加速

外国人材就労者の
増加

消費単価の高い観光
客の増加

観光入込客数と
観光消費額の増加

一人当たりGDPの
増加

PFI活用のバスタ整備
(甲府市街～富士)

(甲府駅～山梨県駅)

ツーリズムメニュー
(ジュエリー)の開発

富士山周辺エリアの
観光客の甲府市内
宿泊件数増加

国内外観光客への販
売促進施策の立案・

実行

甲府駅・山梨県駅の
利用客・来訪者増加

国内外観光客数の
増加

国内外観光客の認知
度向上

観光Maas等二次交
通網の発達

国内外観光客の
甲府圏域周遊強化

飲食業・宿泊業等へ
の経済波及効果

日本版ライドシェア

甲府市の観光産業強化への取組から「観光入込客数と観光消費額の増加」及び「観光産業の稼ぐ力の向上」までのロジックモデル（案）

※二次交通の形成に必要な考え方等については、添付資料に掲載。

富士山周辺エリアと
甲府圏域を繋ぐ移動
手段の構築視点

訴求力ある観光
コンテンツ造成の視点

インバウンドを対象と
した観光消費の場

創出視点

圏域内のシームレスな
移動手段の構築視点

マス顧客を対象とした
観光消費の場
創出視点

インタビューを基にKPMG作成
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産業施策立案における検討論点

リニア開通に伴う影響は大きい。リニア開通の機会を最大限に活かす施策を打ち出すこ
とで、牽引産業と特定産業を強化し、新たな「甲府経済圏域」を実現する。

本社機能、研究開発機能、企業誘致支援
策の打ち出し
➡規制緩和、事業用地譲渡支援、
税制優遇策等、高度人材活用の検討**

円滑な事業承継・スタートアップの育成・イン
キュベーション支援他、持続可能性の担保

県内に分散している観光資源に観光客を
輸送する域内循環システム

交通インフラの整備
（県内基幹道路との連結）

首都圏・海外（羽田）との移動時間短縮を
活かしたマーケティング戦略の構築

富裕層をターゲットとした高価格帯の
宿泊施設の誘致

県内主力産業の
新時代に向けた
産業構造転換

特定産業・関連産業の
底上げ・強化

Point 1 Point 2

エリア価値を高める新たな
産業施策の構築

（含フィージビリティの検証）

～宝飾産業と牽引産業の
あるべき姿を踏まえて～

リニア開通に伴う*首都圏・海外との移動距離短縮を活かした新たな産業施策の考え方

人口動態・リニア開通を見据えた
甲府経済圏域の発展に繋げる

* 甲府市リニア基本構想をP79-80に記載。 ** 国における支援策例（総合特区・国家戦略特区）をP72～P78に記載。
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今後の産業施策ロードマップの考え方

Next Step

Step2

産業施策の構築

アウトプット/アウトカムの実現

Step3
産業施策の検証・更新

アウトプット/アウトカムの評価
• KPI達成状況の検証
• 施策・取組のアップデート
• 官民連携施策の強化
• リニア開通効果の享受産業施策の実施

• JAPANブランド育成支援事業
• 地方創生関連交付金申請
• 国家戦略特区申請

実態と課題を踏まえた施策の速やかな実行
• FS(フィージビリティスタディ)の実施
• ステークホルダーとの協議の場の設置
• 既存の計画や事業への落とし込み
• 宝飾産業成長支援パッケージの設計
• エリア価値向上に繋がる取組の検討
• 甲府市観光振興基本計画の実行力強化

「甲府市産業の実態
と課題」の整理

牽引産業・特定産業固有の課題解決のための施策を実行していく。中長期的には、産
業施策が与える波及効果を、EBPMの視点も交えて検証すると、より効果的である。
産業施策・成長支援パッケージの方向性
 まちづくり・企業誘致施策
例）本社機能/シンクタンク機能/R&D機能, スタートアップ,インキュベーション環境, 金融

 官民連携の取組（宝飾産業成長支援・エリア価値向上両面から）
例）規制緩和、金融支援、税制優遇策
国家戦略特区、地方創生交付金活用

 その他、企業誘致・創業基盤整備等に係る施策
空き店舗商業施設の活用、工業団地周辺の誘致施策、他

➡ これらをステークホルダーと協議しながら実行に移していく。



参考資料
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リニア開通に伴う効果を取り込む（機会損失を防ぐ）ための戦略策定・施策立案や投資の実行が必要。

 不確定要素が多いリニア建設であるが、「甲府市リニア活用基本構想*」等を踏まえ、リニア開通という機会を最大限に活かすことを目的とし、県との
協力の上、甲府市が、戦略や施策の立案に関する議論をリードすることが期待される。

フィージビリティスタディの論点

Next Stepとして、リニア開通の経済効果を最大化することを目的としたフィージビリティ
スタディの実施が考えられる。視点は「何が変わったか」ではなく、「何を変えたか」。

1. 経済効果の最大化
戦略

2. 開通に向けた施策・
投資等の実行3. リニア開通

＜教訓＞
• 全ての新幹線駅の所在都市がその経済効果を享受できているわけではない。
• リニア利用者が増加し、甲府市が経済効果を享受できるような仕掛けを作ることが重要である。
（＝想定される経済効果を最大限享受するための政策の立案が必要。）

ベンチマーク
を見る際の
ポイント

ベンチマークの比較視点

 「何が変わったか」ではなく、
「何を変えた」のか、「なぜ
変えたのか」

例）行政施策・事業者意識
官民連携体制・外部人材
の参画・建設投資

1→2→3であって、
3→1→2ではない。

* P79,80参照。
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総合特区～産業クラスター構想例
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総合特区～産業集積促進例
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地方創生関係交付金活用事例～ブランディング戦略（OEMからの脱却）

資料：内閣府地方創生関係交付金の活用事例集 01_h29_kasokuka_suishin_katsuyoujireishuu.pdf (chisou.go.jp)

https://www.chisou.go.jp/sousei/pdf/01_h29_kasokuka_suishin_katsuyoujireishuu.pdf
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地方創生関係交付金活用事例～ブランディング戦略（地域ブランド確立）

資料：内閣府地方創生関係交付金の活用事例集 01_h29_kasokuka_suishin_katsuyoujireishuu.pdf (chisou.go.jp)

https://www.chisou.go.jp/sousei/pdf/01_h29_kasokuka_suishin_katsuyoujireishuu.pdf
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地方創生関係交付金活用事例～海外進出・人材確保

資料：内閣府地方創生関係交付金の活用事例集 01_h29_kasokuka_suishin_katsuyoujireishuu.pdf (chisou.go.jp)

https://www.chisou.go.jp/sousei/pdf/01_h29_kasokuka_suishin_katsuyoujireishuu.pdf
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地方創生関係交付金活用事例～人材確保、ブランディング戦略

資料：内閣府地方創生関係交付金の活用事例集 01_h29_kasokuka_suishin_katsuyoujireishuu.pdf (chisou.go.jp)

https://www.chisou.go.jp/sousei/pdf/01_h29_kasokuka_suishin_katsuyoujireishuu.pdf
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宝飾産業人材確保支援の一環として、高度外国人材採用における特例
活用メニューが挙げられる。

国家戦略特区～高度人材外国人受入促進事業
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甲府市リニア活用基本構想概要版

資料：甲府市リニア活用基本構想概要版（平成29年3月）



80Document Classification: KPMG Confidential© 2024 KPMG AZSA LLC, a limited liability audit corporation incorporated under the Japanese Certified Public Accountants Law and a member firm of the KPMG global organization of 
independent member firms affiliated with KPMG International Limited, a private English company limited by guarantee. All rights reserved.

甲府市リニア活用基本構想概要版

資料：甲府市リニア活用基本構想概要版（平成29年3月）
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海外事例（甲府市類似の都市事例）

宝飾産業を原点とし、観光やその他の産業と結びつきながら発展を続けている都市の
事例として、ドイツのイーダー・オーバーシュタインがある。

「宝石街道」と呼ばれる宝石の町イーダー・オーバーシュタイン（ドイツ）

1. イーダー・オーバーシュタイン概観
ドイツ語で「石の上の町」を意味し、ナーエ川の谷合いに位置する町。ドイツ経済の中心都市フ
ランクフルトから南西へ108km、ドイツの首都のベルリンから南西へ528km、フランクフルトからは
車・列車で1時間半、ベルリンからは列車で6時間強。人口3万人程度。

2.宝飾産業の発展
15世紀半ばにメノウ鉱山が発見されたことから宝石研磨技術が発展し、以降宝石産業の集
積地として発展。1870年に採掘が中止されてからも世界中から原石が集まる宝石の街、また
カメオを含めた宝石彫刻の中心地として知られ、現在も1,500人の地元雇用を創出する産業と
なっている。

3.宝飾産業の観光資源化、他産業との結びつき
• 世界中から集めた約1万点の宝石コレクションが展示されており、1日4千人が訪れることも

ある宝石博物館や古城、岩の中に立てられた岩壁教会といった観光資源を有する。宝石
ショッピングと観光を組み合わせたバスツアーが人気で、ドイツ国内からだけでなく近隣諸国
からも多くの観光客が訪れる。

• 小さなワイナリーが多数あり、多種のブドウからワインが作られている。特に白ワイン（リース
リング）が有名で、観光客の楽しみのひとつとなっている。

資料：Splendid days in Idar-Oberstein - Discover Germany (entdecke-deutschland.de), A History of Gem Beadmaking in Idar-Oberstein (syr.edu)

https://entdecke-deutschland.de/en/bundeslaender/rheinland-pfalz/glamorous-days-in-idar-oberstein/
https://surface.syr.edu/cgi/viewcontent.cgi?article=1099&context=beads
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